
貸  借  対  照  表 
（2022年12月31日現在） 

 
（単位︓千円） 

資産の部 負債の部 
科   目 ⾦ 額 科   目 ⾦ 額 

流 動 資 産 2,766,379 流 動 負 債 1,371,970 
現 ⾦ 及 び 預 ⾦  2,245,176 買 掛 ⾦  145,970 
売 掛 ⾦  311,630 短 期 借 ⼊ ⾦  145,000 
前 払 費 用  201,758 １ 年 内 返 済 予 定  

239,988 
そ の 他  7,865 ⻑ 期 借 ⼊ ⾦  
貸 倒 引 当 ⾦  △51 未 払 ⾦  181,425 

  未 払 法 人 税 等  2,290 
  前 受 収 益  518,997 

  そ の 他  138,298 
    

固 定 資 産  950,929 固   定   負   債 391,703 
有 形 固 定 資 産 162,407 ⻑ 期 借 ⼊ ⾦  391,703 

建 物  240,366   
⾞ 両 運 搬 具  8,886 負 債 合 計 1,763,673 

工 具 器 具 及 び 備 品 168,196 純資産の部 
土 地  1,683 株   主   資   本 1,949,642 
減 価 償 却 累 計 額  △256,726 資 本 ⾦  100,000 

無 形 固 定 資 産 366,043 資 本 剰 余 ⾦ 786,377 
ソ フ ト ウ ェ ア  351,388 資 本 準 備 ⾦ 105,456 
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定  14,655 そ の 他 資 本 剰 余 ⾦ 680,921 

投 資 そ の 他 の 資 産 422,478 利 益 剰 余 ⾦ 1,313,336 
繰 延 税 ⾦ 資 産  185,254 そ の 他 利 益 剰 余 ⾦ 1,313,336 
敷 ⾦ 及 び 保 証 ⾦  126,102 繰 越 利 益 剰 余 ⾦ 1,313,336 
保 険 積 ⽴ ⾦  99,000 自 己 株 式 △250,072 
そ の 他  12,121 新 株 予 約 権 3,992 

  純 資 産 合 計 1,953,634 
資 産 合 計 3,717,308 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,717,308 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

個 別 注 記 表 
 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 
１．たな卸資産の評価基準及び評価方法  
（１）仕掛品---------------------------------------- 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 

（２）貯蔵品---------------------------------------- 移動平均法 

２．固定資産の減価償却方法  
（１）有形固定資産---------------------------------- 定率法 

但し、1998年４月以降取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につい
ては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建       物  ３年〜39年 

 ⾞ 両 運 搬 具  ３年〜６年 
 工具器具及び備品  ２年〜10年 
 
 

（２）無形固定資産---------------------------------- ⾃社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（３年〜５年）に基づく定額法を採用しております。 

３．引当⾦の計上基準  
貸倒引当⾦------------------------------------ 期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の基準によって

おります。 
①一般債権 
貸倒実績率によっております。               
②貸倒懸念債権及び破産更⽣債権等 
個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能⾒込額を計上し

ております。 



４．収益及び費用の計上基準-------------------------- 
 
 

 

当社は、日本最大の法人マスターデータ「ＬＢＣ」（エルビーシ
ー）と「ＬＢＣ」（エルビーシー）を搭載した顧客データ一元化ソリ
ューション「ｕＳｏｎａｒ」（ユーソナー）を提供しております。 

当社の収益は、「ＬＢＣ」（エルビーシー）によるデータベース売
上、「ｕＳｏｎａｒ」（ユーソナー）によるデータソリューション売
上、テレマーケティングサービス、ダイレクトメールサービス、コールセンタ
ーシステム等のその他の売上から構成され、それぞれ、サービスの導
⼊までに係る初期費用や一時的なスポットのサービス提供と一定期
間にわたる継続的なサービス提供があります。 

サービスの導⼊までに係る初期費用や一時的なスポットのサービス
提供に係る収益は、顧客の検収により履⾏義務が充⾜されたと判
断し、顧客が検収した一時点で収益を認識しております。月額基本
料等を収受する一定期間にわたる継続的なサービス提供により⽣じ
る収益は、顧客がサービスの提供期間にわたって便益を受けるため、
当該期間にわたって履⾏義務が充⾜されたと判断し、サービスの提
供期間にわたって収益を認識しております。 

一定期間に亘る継続的なサービス提供の一部において前払を受
ける場合がありますが、通常の支払期限は30日が中心であり、取引
価格に重要な⾦融要素は含まれておりません。 
 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準----- 
 
 

外貨建⾦銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。 
 

６．消費税等の会計処理------------------------------ 税抜方式によっております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【貸借対照表に関する注記】 
１．当社は効率的で安定した運転資⾦の調達を⾏うため、取引銀⾏５⾏と当座貸越契約を締結しております。 

この契約に基づく当事業年度末の借⼊未実⾏残⾼等は次のとおりであります。 
当座貸越極度額の総額 1,150,000千円 
借⼊実⾏残⾼ 145,000千円 
差引額 1,005,000千円 

 
 
【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税⾦資産の発⽣の主な原因別の内訳 
 （繰延税⾦資産）   
 未払費用 15,442千円  
 繰越⽋損⾦ 155,878千円  
 資産除去債務 9,298千円  
 電話加⼊権 149千円  
 その他 4,634千円  
  繰延税⾦資産⼩計 185,403千円  
 評価性引当額 △149千円  
   繰延税⾦資産合計 185,254千円  
 繰延税⾦資産の純額 185,254千円  
 
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 法定実効税率 34.6％  
 （調整）   
 住⺠税均等割 2.2％  
 その他 0.0％  
 税効果開会適用後の法人税等の負担率 36.8％  
    
 
 
 
【関連当事者との取引に関する注記】 
  該当事項はありません。 
 
 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額             249,889円35銭 
２．１株当たり当期純利益              9,300円53銭 

 



 
【重要な後発事象に関する注記】 

当社は、2023 年３月 15 日開催の取締役会決議に基づき、当社の 100%連結子会社である株式会社ビックベースソリューションズを
解散及び清算することを決議いたしました。 
 

（１） 解散及び清算する子会社等の概要 
① 名称   株式会社ビックベースソリューションズ 
② 所在地   東京都新宿区⻄新宿 
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 吉川 大基  
④ 事業内容  情報処理サービス業 
⑤ 資本⾦   10,000千円 
⑥ 設⽴年月日  1996年11月１日 
⑦ 持ち分⽐率  当社100% 

 
（２） 当該解散及び清算による損益への影響 

当該連結子会社の解散及び清算が、翌事業年度の当社の業績に及ぼす影響額は軽微であります。 
 

 
【当期純損益⾦額】 
   

      当期純利益  64,861千円 


